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標記について、別紙のとおり通知する。 

なお、ＰＦＯＡ又はその塩を含む泡消火薬剤等に関する管理方法等について（装

プ事第１３９７号。令和４年１月２８日）は、廃止する。 
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別 紙 

 

ＰＦＯＡ又はその塩を含む泡消火薬剤等に関する管理方法等について 

 

１ 目 的 

ＰＦＯＡ又はその塩を含む泡消火薬剤等の管理を適切に行うため、化学物質の

審査及び製造等の規制に関する法律（昭和４８年法律第１１７号）第２条第２項

に規定する第一種特定化学物質として規制対象となるＰＦＯＡ又はその塩を含む

泡消火薬剤等となる製品(以下「規制対象品」という。)を明確にするとともに、

ＰＦＯＡ又はその塩を含む可能性がある型式番号や製品名が不明な泡消火薬剤等

（以下「不明品」という。）に関する管理方法等を明確にする。 

 

２ 規制対象品 

現時点における規制対象品は、下表のとおり。 

なお、新たに規制対象品が判明した場合は、その都度通知する。 

No. 型式番号 製品名 製造者名 

1 泡第 1～2 号 フロロフィルムフォーム 6％ 

日新理化産業㈱ 2 泡第 1～3 号 フロロフィルムフォーム 3％ 

3 泡第 10～4 号 フロロフィルムフォーム 3％超耐寒型 

4 泡第 14～4 号 ハツタニューフォーム AF3 
㈱初田製作所 

5 泡第 15～5 号 ハツタニューフォーム AF3-20 

6 泡第 14～3 号 ラピタックⅡ ㈱モリタ 

7 泡第 6～2 号 ミヤフォーム AF3 
モリタ宮田工業㈱ 

8 泡第 6～3 号 ミヤフォーム AF3 
出典：泡消火薬剤の扱いに関する資料（泡消火薬剤一覧表）（第五報）（令和６年３月）、一般社団法人  

日本消火装置工業会、型式番号順、https://shosoko.or.jp/wp/wp-content/uploads/2024/03/data2024030502.pdf 

 

３ 不明品の管理方法等 

不明品については、規制対象品とみなし、「化学物質の審査及び製造等の規制

に関する法律施行令附則第３項の表ＰＦＯＳ又はその塩の項又はＰＦＯＡ又はそ

の塩の項に規定する消火器、消火器用消火薬剤及び泡消火薬剤に関する技術上の

基準を定める省令（平成２２年総務省・厚生労働省・経済産業省・国土交通省・

環境省・防衛省令第１号）」及び「特定化学物質使用装備品等の取扱いについて

（通達）(防装調第４９００号。５４．１０．２５)」に基づいた取扱いをすると

ともに、「ＰＦＯＳ又はその塩又はＰＦＯＡ又はその塩が使用されている泡消火

薬剤等の管理に必要な 様式等について（通知）(装プ事第１５１７４号。令和３

年１０月２１日)」に基づき、管理に必要な措置を講ずることとする。 


